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序章 本研究の課題と背景 

 

１．本研究の課題 

 本研究の課題は、「なぜ保育のありかたが地域に固有であるのか」を明らかにすることで

ある。保育所と地域との関係を再考し、両者が重なり合う時空間に生じる「保育コミュニテ

ィ」の実相を論じることを通して、この問いの解明を試みる。 

 「保育のありかたが地域に固有である」という事象それ自体は、これまでの保育研究で一

定程度明らかになってきている。地域における保育所の役割、保育実践に資する地域の意義

等に着目した研究はその一例である（郷地 1995；2004；桜井 1991；2011；宮里 2013；

2014）。近年では地域固有の保育や子育ての文化に着目し、保育研究が意図せざるうちに前

提としてきた論理を相対化し、保育や子育ての多様性を重視しようとする論考もみられる

（川田 2018；根ヶ山・外山・宮内編著 2019）。これらの論考は保育研究に地域的固有性あ

るいは多様性という視点を導入した点で意義をもつ。だが、実態把握の次の段階として、保

育が地域的固有性を帯びる理由や過程の分析はいまだ発展途上である。 

 その要因の一つは、既存の保育研究において、地域を保育の論理で捉えてきたことにある

と考えられる。端的な表れとして、保育所に前向きな効果をもたらすことが期待される「資

源」1としての地域の位置づけがある。地域の「資源」的理解は、保育内容の充実などの課

題を論じる際には有効であるが、保育所の開設反対事例（後藤・小泉・近藤 2018）にみら

れるような保育に利用し難い地域を研究射程に収めることは困難であった。しかし保育が

地域的固有性を帯びる理由を考察するためには、活用しうる地域の諸要素にのみ焦点化し

たり、その取捨選択過程を論じるというより、保育所と地域とのあいだで起こりうる曖昧な

関係性や、相互交渉過程を捉えるほうが重要であると考えられる2。 

以上のような課題はあるにせよ、伝統的に実践から学ぶことを重んじてきた保育研究者

が、保育現場でみられる地域との多様な関わりに気づいてこなかったとは考えにくい。問題

はそれを捉える分析視角がなかったことにある。なかでも大きな課題は、「資源」として活

用しうる地域ではなく、保育の論理とは異なる論理をもつ存在として描かれる地域を、いか

にして保育研究の議論に組み入れるかという方法である。 

これを解決するために措定するのが「保育コミュニティ」3である。「保育コミュニティ」

は、保育の論理と地域の論理とが混在する時空間があることを認め、それを研究の俎上に乗

せて、両者が織り合わされて新たな実践が生成していく過程を分析するための概念装置で



2 

 

ある。また、人的資源としての住人ではなく、固有の論理をもつ人びととして住人を理解す

るために、保育所に関わる住人に「関与者」という概念を充てる。これまでの保育研究の視

角は図 0-1 であるが、人的資源としての住人と接近することは保育所にとって保育空間の

拡張になるものの、人的資源として捉えにくい住人は分析が困難であった。本研究では図 0-

2 のように「関与者」を置くことによって、異なる論理が接近する「保育コミュニティ」を

顕在化させることを目論んでいる。 

本研究の問いに対する具体的な到達目標は、「保育コミュニティ」において保育所と「関

与者」が紡ぎ出す実践論理の検討を軸に、保育が地域的固有性を帯びる理由を、保育実践の

場から考察することである。 

 

２．課題に至った経緯 

 以上のような研究課題に至った経緯には、本研究の事例である A 保育園でのフィールド

ワークを通して得られた二つの問いがある。 

 筆者が初めて X 町の町立へき地保育所である A 保育園を訪れたのは、2010（平成 22）年

8 月のことであった。大都市郊外の出身である筆者は、地方都市の保育者養成校に着任した

ことを契機に、周辺自治体にある農山漁村の小規模な保育がどのようにおこなわれている

のか関心を持つようになっていた。正直にいえば、この時点での筆者は知識不足であり、制

度的差異や地域的条件による保育実践への影響を強く意識して見学先を選んだわけではな

かったものの、結果的には保育が地域的条件に規定されていることに気づくための豊富な

材料を有するフィールドに足を踏み入れることになった。 

初めての訪問日は大変良く晴れた暑い日であり、到着した午前 10 時ごろには園庭で水遊

びがおこなわれていた。５名の園児は広い園庭で思い思いの場所を陣取り、スコップやバケ

図 0-1 保育と地域の関係に対する従来の視角 図 0-2 保育と地域の関係に対する本研究の視角 
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ツなどの道具も使い放題で、園長を含めた３名の保育士とともに全身泥だらけで遊んでい

た。昼食の時間になると、園児は着替え、排泄、手洗い、うがいを済ませ、各自持参した弁

当を出して、大まかに決まっているらしい位置に着席し、昼食を食べた。食事を終えると弁

当をリュックにしまい、今度はパジャマに着替えて歯磨きをし、絵本などをみてしばらく過

ごした後に、保育士が読む紙芝居を全員で見て、排泄をして午睡室に入った。 

 半日の見学を通して気づいたことは、第一に保育の流れや内容が「普通」だということで

あった。ダイナミックな水遊びは十分な敷地のある保育所ならではの実践であり、昼食が給

食ではなく弁当であったという違いはみられたものの、全体を通して何か特筆すべき独自

の保育方法があるわけではなかった。しかし、第二に、これらの活動が５名という少人数で

おこなわれ、しかも１歳児から５歳児までの異年齢児全員が同じ時空間で過ごしていると

いう光景は、一般的な保育所とは大きく違うものであった。筆者が最初に感じた疑問は、か

なりの少人数であるにも関わらず、「普通」にみえる保育が営まれているのはどういうこと

か、というものであった。 

この日の帰り際、園長は筆者に「この園の特徴は世代間交流事業が盛んなことだから、よ

かったらまた見においで」と声をかけてくださった。お言葉に甘えて指定の日にうかがうと、

想像をはるかに超えた光景が広がっていた。園児８名（前回は欠席児がいた）がステージに

並んで座り、それに向かい合う形でホールいっぱいにコの字型に置かれた椅子に、20 名近

くの高齢女性が座っていたのである。園長に確認したところ、彼女たちは全員地域の住人で

あり、現園児の祖父母は一人もいないとのことであった。しかもこの事業は 1995（平成 7）

年から継続され、月に２回、年間 24 回もおこなわれているという。園児の倍以上の住人が

月２回も集まるという事実は筆者にとって衝撃的であり、この事業がおこなわれた契機や

継続要因、彼女たちが保育所に集まる理由など、大きな疑問を抱えてＡ保育園を後にした。 

なぜ少人数でも「普通」にみえる集団保育が成立しているのか、なぜこのように独特な世

代間交流事業がおこなわれてきたのか、という二つの問いを考察するために、筆者は A 保

育園での継続的な調査を実施した。そのなかでは、A 保育園がへき地保育所であり、Ａ地域

には特徴的な居住条件があることを意識せざるをえなかった。生鮮食料品や日用品を扱う

店や病院、ガソリンスタンドはＡ地域内にはなく、もっとも近くて 15km 先、といったこと

である。園児、保育者、住人との関わりを通して筆者が得た認識は、住人にとってそのよう

な地域的条件は不便ではなく、「工夫」すれば必要十分な生活を送れることであった。 

この認識はへき地保育所としてのＡ保育園の保育実践を考察する上でも重要である。へ
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き地保育所の条件的な不利を列挙することは容易だが、認可保育を絶対視する立場から改

善策が提案されるならば、へき地保育所の保育者が感じる課題を解決するためにはあまり

意味がない。多くのへき地保育所では、制度的差異、自治体の財政状況、少子化と在所児数

の減少、それに伴う保育士の少なさ等によって、認可保育所と同じ保育を遂行することは事

実上不可能だからである。へき地保育所の成員と視点を共有したときに見出される事実は、

認可保育制度が想定する地域的条件が、端的に都市的な条件だということである。 

認可保育制度に代表されるような、明示的あるいは非明示的に定められた一定の条件を

満たす保育のことを、本研究では「標準的な保育」と呼ぶ。ここでいう標準とは、ある特定

の立場の価値意識や論理で設定された基準または到達点を指す4。それらは制度的な後ろ盾

をもつことも、実践者の常識や暗黙の了解として流布されることもある。また、標準として

一旦承認されると正統性を帯びるという性質をもつ5。標準的な保育は実態というよりもあ

る種の理想像であり、許容範囲内に入ることが目指されるゴールとして設定される。 

例えば、保育実践における標準の一つに集団保育の実施がある。保育所保育指針には、「子

ども相互の関係づくりや互いに尊重する心を大切にし、集団における活動を効果あるもの

にするよう援助すること」と記載されているため6、保育所における集団活動は明文化され

た標準であるといえる。また、在所児数に対して保育士の配置が決定されるという制度も、

特に３歳以上児における集団保育の素地になっている。一方、少なくとも現在の「保育所保

育指針」には「同年齢集団で保育する」とは明記されていないが、後述のように、実態とし

ては同年齢集団の形成が主流である。それは、保育士の配置基準が在所児の年齢別であるこ

と、年齢をベースに発達を理解するという保育観、小学校への接続等に影響された、特定の

保育観・子ども観に基づく標準といえる。 

しかし、Ａ保育園では同年齢集団の形成が困難であるように、標準的な保育で求められる

施設・設備や実践が諸条件によって遂行困難になることもある。だからといって A 保育園

では同年齢集団での活動をあきらめているかといえば、そうではない。第３章以降で詳述す

るように、A 保育園のある X 町では、年に数度の園交流や年長児交流をおこない、同年齢

集団を経験する機会を設けている。その経験をベースに、在所児が同年齢児をイメージでき

るようにしつつ、日常的には他年齢児との比較から、その年齢に適切な行為を獲得できるよ

うに、保育者は日々はたらきかけている。 

なぜそうするかというと、標準的な保育を遂行するための条件は整っていなくても、でき

るだけ標準に近づけようとする保育の論理が存するからである。改めて述べれば、A 保育園
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では標準的な保育を遂行するのが困難なほど園児が少ない。標準との比較から客観的に測

定できるこの差異を、本研究では「不足」と呼ぶ。しかし、A 保育園（X 町）の保育者は可

能な範囲で標準的な保育をおこないたいと考え、同年齢集団の経験を保障するために他園

との交流という方法をとっている。このような不足を補完する実践を、本研究では「必要」

と位置づける。 

不足と必要は深く関連すると考えられるが、常に一対の関係にあるわけではない。不足が

発生しても補完する条件が整っていなかったり、当事者が補完しなくてもよいと判断した

り、不足と認識しなかったりする可能性もあるからである。場合によっては、「穴埋め」以

上に積極的に必要を満たす実践がみられることもあるだろう。また、必要を満たす実践の内

容や方法も多様である。園児数の不足が著しい状態になると、特に小規模自治体の公立保育

所では、統廃合という方法で同年齢集団が形成できる保育所を作り、保育上の必要を充足す

ることが多い。これに対し、超小規模園である A 保育園が統廃合せずに存立し続けてきた

大きな要因は、第３章で言及するが、他の集落との距離があるという地理的条件による。つ

まり必要を満たす実践は、当事者を取り巻く諸条件に規定されながら、当事者の論理でなさ

れるものであることがうかがえる。 

保育所を取り巻く諸条件のなかでも、特に地域的条件に規定されて保育のありかたが決

定したり、変容したりしていくことを、本研究では「保育の地域化」と位置づける。不足あ

るいは必要もまた、地域的条件の規定を免れることはできない。認可保育制度が都市的な条

件を想定して作られたとすれば、想定された条件以外の地域の保育所では、多かれ少なかれ

地域化が生じうるといえよう。これは保育が地域的固有性を帯びる理由を検討する上でも

重要なポイントである。 

 さて、上記のように A 保育園の同年齢集団に関する若干の検討を通してみても、保育は

標準化志向が強い実践領域であることが推察される。戦後の保育界が求めてきたのは、認可

基準を充実させながら、それを満たさない施設が枠のなかに入るように財政措置等を改善

することであった7。2015（平成 27）年の保育制度改革による認可基準の変更は、これまで

認可を得られなかった施設をも包摂することになり、「保育制度の枠の外にあった格差を、

新たに制度内にも持ちこむもの」として批判された（逆井 2016, p.167）。認可基準と財政措

置の拡充を要求するはたらきかけは、保育の質の向上を目指し、乳幼児が育つ環境を保障し

ようとする努力の一つである。つまり保育界の標準化志向は、そうすることが劣悪な保育環

境と実践を防ぎ、保育の質の向上につながるという信念に基づいているといえよう。 
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保育の質の向上が保育実践および研究の主要な課題であることは間違いない。一方で、特

定の保育観、子ども観、あるいは地域観に基づいて標準化志向を強めるほどに、意図せざる

うちに零れ落ち、看過されていく保育施設が存在しうることも、忘れてはならないだろう。

本研究は、認可外保育所であるへき地保育所をはじめとして、保育制度の「枠の外」に置か

れ続けてきた保育の場から、標準的な保育を問い直そうとする試みでもある。 

 

 

３．本研究の構成 

 以上の研究課題を軸に、本研究は次のように構成される。まず第１章では、標準化を志向

してきた保育所が実際には地域化されているという構造を、先行研究を用いて明らかにす

る。その仮説は次のとおりである。地域的条件に規定された第一段階の保育の地域化は不足

を派生させ、そのなかから必要を選択して満たそうとする実践が、保育所の内部で第二段階

の保育の地域化を引き起こす。それでも不足があったり、さらなる不足が生じたりして、内

部で必要を満たすことが困難である場合には、保育所は外部へと手を伸ばす。保育所が日常

的に関わりうる外部の要素には、街路や公園、自然物といった物理的環境、小学校や高齢者

施設等の機関、近隣住人の三つがあるが、特に検討を要するのは住人との関わりである。先

行研究から明らかなように、地域には保育所とは相いれないかもしれない独自の論理をも

つ住人もいるからである。本章ではこの「関与者」が保育所の必要を満たしうることに焦点

を当て、保育研究において住人に対する新たな視角をもつことの可能性を論じる。 

 第２章では、保育の地域化が顕著にみられる例として、標準的な保育とは大きく異なる条

件下で存立してきたへき地保育の制度的変遷を整理する。へき地保育は認可を得られない

ので標準的な保育ではないが、不足を了解して制度化されてきた点において特異的な制度

である。戦後のへき地保育は、保育制度とへき地保育制度の影響を受けて、存立形態を変容

したり制度を援用したりしながら存続してきた。本章では関連する先行研究を参照しなが

ら、各時期の制度および実践の特徴と、それに対する研究上の視角の変容も明らかにする。

通史的検討からは、へき地保育は保育制度外にあり続けていることに加え、研究上では過疎

地域と同一視され、へき地という地域の特性は意識されてこなかったことが見出される。た

だし無意図的ではあったにせよ、地域に固有の保育実践が蓄積され、観察されてきたことも

読み取ることができる。 

以上の議論をふまえ、第３章から第６章までは A 保育園を取り巻く諸条件と、実際にお
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こなわれている保育実践を分析する。第３章では、A 保育園のあるＸ町および A 地域の地

域的条件と戦後の保育を、人口動態の数量データや諸資料、調査を通して得られたデータな

どを整理しながら述べる。X 町の事例を通して、我々は小規模自治体に保育所が設置され、

統合・廃所していく過程や、標準的な保育内容が浸透していった状況、保育者の置かれてき

た立場の変容なども知ることができる。そのなかにあって、A 地域の具体的な条件や、標準

的な保育および他のへき地保育所と比較した A 保育園の特徴が確認される。 

 第４章では、保育所の内部にみられる保育の地域化の実証分析として、Ａ保育園の少人数

異年齢保育に焦点化する。園児数の不足を常態とし、満１歳から５歳までを受け入れるＡ保

育園では、「年齢＝発達」を基準とした保育と、集団を通した保育という標準的な保育とを

両立するためには固有の仕組みを必要とする。その方法は、園児全員による集団を基礎とし

て、運用上では３歳児を境界とした二つの集団を形成するというものである。この実践を成

立させる保育士の方略は本章を通して明らかになるが、そのなかでは園児の不足が標準的

な保育実践を充実させる可能性や、保育士の工夫にも関わらず満たされない必要があるこ

となど、標準的な保育との差異が見出されることになる。 

第５章では、A 保育園のもう一つの特徴である世代間交流事業を中心として、「関与者」

が保育の地域化を促進させる具体的過程に着目する。A 保育園の世代間交流事業は園児が

地域の異世代の住人と交流する機会になると同時に、園児数の減少によって存続の危機を

迎えた A 保育園に対し、A 地域における新たな役割を付与することも目的とされていた。

保育者が述べる事業の保育上の意義は、参加者に「子どもの名前を覚えてもらえる」ことで

ある。すなわち「子どもの名前を覚えてもらえる」ことが必要であるといえるが、その意味

はＡ保育園とＡ地域の論理をふまえなければ理解できないものである。本章の議論からは、

標準化された保育の論理ではなく、Ａ保育園に固有の保育の論理で、世代間交流という実践、

「関与者」との関わり、不足と必要を捉えることの重要性が示される。Ａ保育園の世代間交

流事業は地域の乳幼児を園児として育てると同時に地域の子どもとして育てる実践であり、

その時空間に「関与者」がいるから成立するものである。この地域に住み続けるという見通

しを基底に置いた互いの「理解」（Bauman 2001＝2017, p.19）を根拠に、Ａ保育園の論理と

Ａ地域の論理は重なり合い、「保育コミュニティ」が立ち現れる。 

最後に第６章では、なぜ「関与者」がＡ保育園に関わるのかを明らかにする。そのために、

親、保育者、「関与者」等の複数の視点からＡ保育園の存在意義を検討する。第３章とも関

連して、産業的な条件により母親の就労が当然視されてきた A 地域では、保育ニーズは一
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貫して非常に高く、A 保育園は母親に「子どもが１歳になったら預けて働ける」という見通

しをもたせてきた。加えて、単に子どもの生命を守る手の補完のみならず、家族の必要を満

たす役割も担ってきた。本章で理解されるのは、へき地に住むこと、働くこと、子育てをす

ることが複雑に交錯する地域的条件において、「関与者」はＡ保育園に対する前向きな経験

を根拠に、その時々に応じて緩やかに関わり続けてきたことである。 

本研究の事例記述は、地域化されたＡ保育園とＡ地域で生成する「保育コミュニティ」の

成員の視点から描かれる。そこで見出される営為や論理は、我々の日常生活に照らしてみて

もあたりまえのことが多く、既存の価値を大きく転換するような斬新な発見はないかもし

れない。しかし、保育のありかたが大きく変貌し、多様化の傾向を強める今だからこそ、標

準的な保育からの距離を測るような規範論に陥ることなく、「枠の外」の保育を経験した人

びとから学ぼうとすることに意義があると考えている。 

へき地保育という固有の保育形態はその事例の一つであるが、その特殊性を強調するこ

とや、不足を生じさせる制度的不備を訴えること、あるいはへき地保育を過度に理想化して

標準的な保育に疑義を呈することは、筆者の意図ではない。筆者が長期にわたるフィールド

ワークで見出したのは、そこで育つこと、育てること、保育をすることが具体的な場所でお

こなわれ、そこに住み、働き続けることに規定された営為であるという素朴な事実であった。

これから論じていくＡ保育園の日常は、保育という営みが地域の日常と通時的・共時的に動

態的な縫合関係にあることを教えてくれる。その知見はおそらく、保育研究に新たな視点を

もたらすとともに、内部環境において量的・質的な飽和状態で日々の実践をおこなう保育所

と保育者にも、外部へと開かれた新たな選択肢を示すはずである。 

 

 

 

注 

 

1 「保育所保育指針」において地域は「資源」と表されている。佐伯胖によると、保育に

おける「資源」とは、「人々が多様な目的のもとに多様な活動をする際に、多様なカタチ

となって大いに『利用』できるもののこと」である（佐伯 2001, pp.132-133）。特に子育

て支援の観点では、保育者は「地域資源の核」（土谷 2016, pp.166-167）としてネットワ

ークをコーディネートすることが求められている（山縣 2016, p.98；土谷 2016, pp.166-

167；大方 2016, p.177）。ここでいう「地域資源」には、一般住人から小学校、各種の子

育て支援施設や児童福祉施設、病院、行政機関など、子育てを支えうるあらゆる要素が含
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まれている。それにも関わらず、「地域」のどの部分に焦点化しても保育所と地域との関

係を扱う研究として一括りにされがちであることは、この領域の研究において議論のすれ

違いを招いているように思われる。 

2 保育所の開設に関していえば、保育ニーズと地域の要望のどちらかを優先し、結果的に

開設に至らない事例や、地域の反対を押し切って開設するという事例がある（後藤・小

泉・近藤 2018）。保育所における世代間交流でも「相手側の要求に答えるという形になる

ことも多い」（田甫 2016, pp.81-82）といい、保育と地域のどちらか一方の論理を選択せ

ざるを得ない状況もあることがうかがえる。しかし、開設時には反対されながらも、開所

後に地域との関係性をつくろうとする実践もあり（増田 2012）、長期的な相互行為によっ

て新たな実践が生じる可能性も示唆されている。 

3 宮﨑隆志は、教育問題としての若者の移行に関する議論のなかで、学校とアルバイトと

いう二つのコミュニティが重なり合うことにより、「意味が多重化・複合化する活動が発

生し、その経験を通して移行が進展する」と述べる（宮﨑 2014, p.111）。この移行におけ

る支援機能では、「前提されたゴールに向かって意味を統制」するのではなく、「リアルな

『中間』領域における意味の交渉の自由の保障」が求められるという（同上, p.111）。本

研究で述べる「保育コミュニティ」もまた、二つのコミュニティの重なり合う形式は違っ

ていても、「意味が多重化・複合化する活動」に価値を置く点で共通する。 

4 保育新制度における「保育標準時間」という表現は象徴的である。付記すれば、標準的

な保育で想定される保育時間は朝登園して夜帰ることが前提であるとも考えられ、下記の

ような、日中勤務あるいは雇用労働者以外の親が「標準」に含まれているかどうかには疑

問が残る。 

5 標準的な保育を想定した研究では意識化されていないが、そのような価値意識の限界は

非標準的な保育の研究から学ぶことができる。標準とは異なる生活リズムだからという一

点で「子どもの成長・発達に悪影響を及ぼすであろう」という偏見にさらされてきた夜間

保育所は、「社会一般が規範とする、子育てと労働の『時間』の固定観念に挑み、親の労

働実態とその暮らしの葛藤を引き受け」てきた（萩原 2014, p.166）。萩原久美子は、夜間

保育所が標準的ではない「子育て家族がおかれた今現在の厳しい生活・就労実態」を受け

止めてきたという意味で、「地域の社会的包摂機能の試金石ともいえる」と述べている

（同上, p.167）。意図せざるうちに標準に正統性を付与することは、このような実践と、

子どもと親を捨象する危険性を有している。 

6 「第１章総則 １ 保育所保育に関する原則 (3)保育の方法 エ」より。 

7 「児童福祉施設最低基準」は、「保育関係者らが参加して作成した日本社会事業協会案」

にくらべて、質・量ともにレベルダウンしたもの」であり（寺脇 1980, p.231）、改定を経

ても十分ではないとして長く批判の対象となってきた（同上, p.230；逆井 2016, p.153；

松本 2017, pp.269-270）。なお、2011（平成 23）年には基準の一部が「参酌基準」、「標

準」という位置づけになり、「国としての最低基準は消滅した」（逆井 2016, p.161）。 

 






























































































































































































































































































































































































































